
令和３年石巻市議会第１回定例会提出議案について  

＜市長コメント＞  

 

第１回定例会提出議案の主な内容について御説明いたします。 

初めに、条例議案の主な項目として、「石巻市市税特別措置条

例」について、御説明いたします。  

 本市ではこれまで、地域の振興及び産業振興を目的に、市税

優遇措置として、原子力発電施設等立地地域や復興産業集積区

域など、５つの条例により、元となる法令別に固定資産税及び

都市計画税の課税免除及び不均一課税の措置を講じておりまし

たが、離島振興法の改正に伴い、新たに振興目的の課税免除に

「離島振興対策地域」を加え、現在の５条例を統合し、効率的

な運用が可能となるよう新たな条例を制定するものです。  

 

 次に、「石巻文化センター条例を廃止する条例」及び「石巻市

民会館条例を廃止する条例について、御説明いたします。  

 東日本大震災により被災した「石巻文化センター」及び「石

巻市民会館」については、設置条例の廃止に必要な一連の手続

きが終了し、これらの施設に代わる社会教育施設として整備を

進めてきた「石巻市複合文化施設」が、令和３年４月に供用を



開始することから本条例を廃止するものです。  

 

次に、「石巻市営住宅条例の一部を改正する条例」について、

御説明いたします。  

 現在、既存市営住宅等の用途廃止に伴う移転計画により、入

居者の復興公営住宅への移転を進めておりますが、本来、市営

住宅における「６０歳未満」の若年単身者の入居要件は、過疎

地域や荻浜地区に限定していることから、移転計画に基づく移

転の場合は、市内全域へ入居が可能となるよう要件を緩和する

ほか、老朽住宅の用途廃止を行うため、本条例の一部を改正す

るものです。  

 

その他、条例議案といたしましては、「石巻市農業委員会委員

候補者選考委員会条例」、「石巻市組織条例の一部を改正する条

例」、「石巻市営牧場条例の一部を改正する条例」など計１４件

でございます。  

 

次に、令和３年度当初予算について御説明申し上げます。  

令和３年度は、震災復興基本計画の計画期間の終了に伴い、

通常時の予算規模への転換を図ることを基本に「歳入予算に見



合った歳出予算」、財政規模に見合った収支均衡に配慮した予算

編成といたしました。  

 

本市の最上位計画となる第２次総合計画についても策定中で

ありますことから、これまで取り組んできた施策や既に方針を

明らかにしている重点施策であります「新型コロナウィルス感

染症への対応」、「復興完結と震災伝承」、「人口減少対策」、「Ｓ

ＤＧｓの推進」について、その概要を御説明させていただきま

す。 

 

まず、「新型コロナウイルス感染症への対応」では、感染症の

収束が見通せない状況の中、市民の皆様が安心して生活を送る

ことができるように、感染拡大の防止を図るとともに、診療体

制の強化につなげるため、検査体制の充実を図ってまいります。

さらに、ワクチン接種については、迅速に対応できるよう、接

種体制の整備に万全を期してまいります。  

また、販路拡大に向けた取組や雇用促進に対する支援を行い、

地域経済の回復に努めるとともに、コロナ禍による廃業や解雇

等による経済的困窮に陥る世帯への対応について、質の高い支

援の実施に努めてまいります。  



 

次に、「復興完結と震災伝承」では、震災からの復興に際し、

安全・安心な生活環境を一日も早く整えるため、未完了のイン

フラ整備の早期完成を目指してまいります。  

また、被災者の心身のケア及びコミュニティ形成等について

は、一人一人の状況に応じた、きめ細かな支援を継続して行っ

てまいります。  

 

次に、「人口減少対策」では、安定した雇用の創出について、

地域産業の経営力の強化に取り組むとともに、担い手不足の解

消に向けた人材確保のための支援、移住・定住の推進、地域へ

の愛着を育む取組や専門人材の育成、雇用創出に繋がる企業誘

致を推進してまいります。  

また、交流人口の拡大や結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目

のない支援への取組を推進してまいります。  

 

次に、「ＳＤＧｓの推進」では、未来都市石巻の実現を目指し、

新産業の創出による地域経済の活性化や、環境に優しい新たな

移動手段の構築により、高齢者の孤立防止や外出機会の創出を

図るモデル事業に取り組んでまいります。  



 

なお、本年４月が市長改選期にあたるため、新規の政策的経

費については、基本的に当初予算への計上を留保し、補正予算

で対応することとしております。  

この結果、令和３年度予算は、  

一般会計予算が、７４９億円、  

土地取得特別会計を始めとする６特別会計予算が、３３７億円、 

病院事業会計が、６１億円、  

下水道事業会計が、１４１億円、  

全会計の総額では、１，２８８億円となり、  

前年度を大きく下回る予算となっております。  

これは、復興予算から通常予算への転換を図ることを基本と

した予算編成によるものであり、限りある財源のもと、健全で

持続可能な財政運営に努めてまいる所存であります。  

 

その他、条例外議案といたしまして、「指定管理者の指定につ

いて」、「財産の無償譲渡について」、「工事請負の契約締結につ

いて」など計２５件でございます。  

以上が、第１回定例会に提案いたします主な内容であります。 

 


